
 
 
 
 
 
 
 

事業計画書                         

 
試験機関名：一般社団法人日本フィットネス産業協会

検  定  職  種：フィットネスクラブ・マネジメント 
事 業 年 度：令和5 年度（令和5 年 4 月 1 日～令和6 年 3 月 31 日） 

事   項 状 況 

実施予定の技能検定の概要 別紙「技能検定実施計画」のとおり 

１ 試験科目の認定等 

(1) 指定試験機関技能検定

委員の選任計画等 

【能開則第63条の９第３項及

び第４項に関する事項につい

ての予定等】 

 
(2) 試験問題等の作成等の

【能開則第63条の９第１項に

関する事項についての計画】 
 
 
 
 

(3) 試験問題の水準調整会 
議の開催計画 

【能開則第63条の９第１項に

関する事項についての予定】 

 
令和5年5月1日に指定試験機関技能検定委員50名を選任し、計65名とする計画 

うち、試験問題作成委員（一部採点委員兼務) 8 名選任、 

実技試験採点委員（一部運営委員兼務）19 名選任、 

試験運営委員(一部実技採点委員兼務) 23 名選任   合計50名 
 
 
 

指定試験機関技能検定委員会を15回開催する計画。

そのうち、 
試験運営に関わるもの 6 回 

実技試験問題作成に係るもの 5 回

学科試験問題作成に係るもの 5 回 

 
第14 回１級学科試験及び第14 回 2級学科試験・実技試験及び3級学科試験・実技

試験については令和5年10月9日及び10月23日に東京において、第15回１級実技試験

ついては令和6年 1月21日に東京において開催する計画。 

２ 技能検定試験の実施等 

(1) 公示・公表の計画

① 実施公示の計画 

【技能検定実施計画において

規定される指定試験機関が行

う実施公示の計画】 
 
 
 

② 実技試験問題の概 

要、合否基準並びに試

験問題及びその正答の

公表の計画 

 
 
 

運営するホームページ上において、令和5年4月13日から令和6年3月31日にかけ 

て掲載、公示する計画。 

また、受検案内ポスター及びリーフレットを作成し、受検対象者に対して行き渡

るよう、関係企業・法人・団体及び学校等にポスター計500枚、リーフレット計

20,000部配布し、周知する計画。 

 
実技試験問題の概要は、運営するホームページ上において、令和5年4月13日に

掲載、公表する計画。 

合否基準は、実施公示に記載して常時公表する計画。 

第14回１級学科試験、2級学科試験・実技試験及び3級学科試験・実技試験の問題

及び正答については令和5年11月25日にそれぞれ、運営するホームページ上にお

いて、掲載、公表する計画。 

第15回１級実技試験の問題及び正答は令和6年2月20日に運営するホームページ上

において、掲載、公表する計画。 

また、各受検者に対する受検票の送付に併せて、実技試験問題の概要、合否基準

について通知するとともに公表する計画。 



 
 
 
 
 
 
 

(2) 受検申請書の受付の計 

画 

【法第47条第１項に関する事

項についての計画】 

別紙「技能検定実施計画」のとおり 

 
 
 

(3) 受検票等の交付に係る 
計画 

【法第47条第１項に関する事

項についての計画】 

申請事項が適正なものに対して、第14回１級学科試験、2級学科試験・実技試験

及び3級学科試験・実技試験については令和5年11月7日に、第15回１級実技試験に

ついては令和6年1月26日に、受検票等を受検者あて発送する計画。 

 
 
 

(4) 実技試験の実施の計画

【法第47条第１項に関する事

項についての計画】 

別紙「技能検定実施計画」のとおり 

 
 
 
 
 
 
 

(5) 学科試験の実施の計画

【法第47条第１項に関する事

項についての予定】 

別紙「技能検定実施計画」のとおり 

 
 
 
 
 

(6) 合格者の発表等の計画

【法第47条第１項に関する事

項についての予定】 

第14回１級学科試験については令和5年12月20日に、第14回2級学科試験・2級実技試

験及び3級学科試験・3級実技試験については令和6年1月12日に、第15回1級実技試験

については令和6年3月22日に合格発表等を行うこととし、厚生労働大臣による合否

決定の手続き等を実施する計画。 

３ その他 

(1) 秘密保持義務、業務制 

限等の周知計画 

 
秘密保持義務、秘密事項の範囲、秘密資料の適切な取扱い及び業務制限つい

て、役職員に対しては令和5年4月に文書によって周知し、指定試験機関技能検定

委員に対しては令和5年5月に文書によって周知する計画。 

 
(2) 試験業務に関する内部 

監査の実施計画 
 

(3) 感染防止策の実施計画 

試験業務に関与していない理事を監査担当者に任命し、令和5年5月に検定試 

験業務を対象に不正防止等観点から監査を実施する。 
 
新型コロナウイルス感染症については、「技能検定の実施に関する新型

コロナウイルス感染拡大防止ガイドライン」に基づき、感染防止対策の一

層の取組強化を図り、徹底した感染防止対策の下での安全な技能検定の実

施を図る。 



 
 
 
 
 
 
 

別紙 
 

令和年度技能検定実施計画 
 

１ 日程 

 

 
実施回 

 
等級 

 
学科・ 
実技 

公示日及び受検案 
内・申請書配布 

期間 

 
受検申請受付 

期間 

 
試験日・期間 

 
合格発表 

 
 
 
 
 
 
第14回 

 
1 級 

 
学科 

令和5年 
4月 13 日～ 
10 月 3 日 

令和5年 
7 月 26 日～ 

10 月 3 日 

令和5年 

11月23日 

令和5年 

12月 20 日 

 
 
 

2・3 
級 

 
学科 

 
令和5年 
4 月 13 日～ 

10 月 3 日 

 
令和5年 
7 月 26 日～ 

10 月 3 日 

 
令和5年

11月23日 

 
令和6 年 
1 月 12 日 

 
実技 

 

 
実施回 

 
等級 

 
学科・ 
実技 

公示日及び受検案 
内・申請書配布 

期間 

 
受検申請受付 

期間 

 
試験日・期間 

 
合格発表 

 
 
 
 
第15回 

 
 
 
 

1 級 

 
 
 
 

実技 

 
令和5年 
4 月 13 日～ 

令和 6 年 
1 月 10 日 

 
令和5年 
12 月 25 日～ 

令和6年 
1月 10 日 

 
令和 6 年 
2 月18 日 

 
令和 6 年 
3 月 22 日 

 
 
 

２ 試験実施会場 
 

 
実施回 

 
等級 

学科・ 
実技 

 
試験会場 

 
 
 

 
第14回 

 
１級 

 
学科 

札幌、仙台、東京、横浜、金沢、名古屋、大阪、岡山、広島、松山、福
岡、沖縄の大学及び専門学校等の教室 

 
 
2・3 
級 

 
学科 

 
札幌、仙台、東京、横浜、金沢、名古屋、大阪、岡山、広島、松山、福
岡、沖縄の大学及び専門学校等の教室 

 
実技 

 
札幌、仙台、東京、横浜、金沢、名古屋、大阪、岡山、広島、松山、福
岡、沖縄の大学及び専門学校等の教室 

 
 
実施回 

 
等級 

学科・ 
実技 

 
試験会場 

第15回 1 級 実技 東京、大阪の大学及び専門学校等の教室 



 
 
 
 

令和5年度 フィットネスクラブ・マネジメント技能検定 収支予算書 

 
令和５年４月１日より令和６年３月３１日まで 

 
事業の名称 フィットネスクラブ・マネジメント技能検定 

事業の内容 フィットネスクラブ・マネジメント技能検定試験の実施 

事業実施法人の名称 一般社団法人 日本フィットネス産業協会 

 
 

科 目 
 

前年度実績(見込) 
額 

 
予算額 

 
前年比 

 
 
Ⅰ 収入 

 
(1)手 数 料 

 
       25,506,000                    

 
29,000,000 

 
114% 

(2)その他の収入 0 0 0% 

(3)一般会計からの繰入れ 0 0 0% 

当期収入合計(A) 25,506,000 29,000,000 114% 

前期繰越収支差額 -23,384,156 -26,455,156 113% 

収入合計(B)         2,121,844 2,544,844 120% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ 支出 

(1)事 業 費 15,603,000 17,490,000 112% 

 
 
会場費 

 
1,900,000 

 
2,400,000 

 
126% 

印刷費 1,700,000 2,000,000 118% 

通信費 750,000 890,000 119% 

採点費 900,000 1,000,000 111% 

作問費 400,000 400,000 100% 

運搬費 700,000 900,000 129% 

検定委員日当・交通費 2,550,000 2,700,000 106% 

運営委員日当・交通費 6,703,000 7,200,000 107% 

(2)管理費 12,974,000 13,160,000 101% 

 
 
事務局人件費 

 
8,253,000 

 
8,600,000 

 
104% 

 
事務局交通費 

 
200,000 

 
200,000 

 
100% 

 
事務局消耗品費 

 
60,000 

 
60,000 

 
100% 

賃料 4,461,000 4,300,000 100% 

当期支出合計(C) 
 

28,577,000 
 

30,650,000 
 

107% 

当期収支差額(A)-(C) 
 

-3,071,000 
 

-1,650,000 
 

54% 

次期繰越収支差額(B)-(C) 
 

-26,455,156 
 

-28,105,156 
 

106% 

 


